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・土地改良事業の費用対効果算定手法では、事業規模に関わらず、総費用総便益比

により経済的妥当性を確認する（全ての効用と関連する全ての施設の費用を比較す

る）必要があり、多大な労力と費用及び期間を要している。

・このため、「水管理施設整備に係る効果算定（令和３年４月事務連絡）」の手法を参考

にし、農業水利施設の単純更新の費用対効果算定手法の簡略化を検討する。

１．背景と目的について
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【参考】水管理施設の算定
施設の単純更新の簡素化

（今回の検討事項）
一般的な算定手法項目

当該事業の対象施設
（水管理施設）のみを対象

当該事業の対象施設
（頭首工等）のみを対象

当該事業の対象施設に加
え、受益地内で一体的効用
を発揮する施設（ダム、頭首
工、用水路等）※を対象

総費用

水管理労力節減効果

維持管理費節減効果

通水機能代替効果【仮称】
（新たな効果項目として検討）

維持管理費節減効果

可能な限り効果を計上

（作物生産効果、品質向上
効果、営農経費節減効果、
維持管理費節減効果等）

総便益

水管理施設を単独で
整備する地区に適用

（令和３年４月～算定可能）

単純更新地区に適用
（施設の機能向上が無い場合）

すべての地区に適用適用

※受益地内の改修対象外の施設も総費用の対象となる。



・水管理施設の算定手法の概要（算定の簡素化）

（総費用）水管理施設に係る費用のみを算定する。

（総便益）水管理労力節減効果及び維持管理費節減効果のみを算定する。

２．水管理施設を単独で整備する場合について
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【⽔管理労⼒節減効果及び維持管理費節減効果の捉え⽅】



（１）頭首工を単純更新する場合

・具体的には、2022年に発生した明治用水頭首工の漏水事故の際の対応において、応急ポンプ等

により取水機能を代替した事例を踏まえ、明治用水頭首工をサンプルとして、事業なかりせばの

状況を設定し、機能代替に要する費用等を比較、費用対効果（総費用総便益比）を試算し 、適用

可能性や妥当性について検討を行い、簡略化した手法を整理する。

（２）頭首工以外の農業水利施設を単純更新する場合

・頭首工以外の農業水利施設（農業用用排水路、揚水機場等の農業水利施設を想定）についても、

上記の手法の適用可能性を検討し、具体的な代替手法をとりまとめる。

３．検討の方向性について
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今後の予定
第２回研究会

（今回）
第１回研究会

（Ｒ７．７）

・試算結果②
・とりまとめ

・簡素化の算定手法案
・試算結果①

・算定手法の方針議題

用水路、揚水機場等を
単純更新した場合の

試算結果を提示
算定手法のとりまとめ

「通水機能代替効果」の
算定手法案や

頭首工を単純更新した場合の
試算結果を提示

水管理施設の算定手法を
参考に、総費用対象施設
や「通水機能代替効果」
の考え方を整理

内容

【検討スケジュール（予定）】



（１）費用算定の考え方

・対象となる費用は、対象となる農業水利施設に係る費用のみを算定する。

（２）便益（効果）算定の考え方

・通水機能代替効果【仮称】は、農業水利施設の果たすべき必要な農業用水を取水・送水する機

能をポンプ車（電力供給のための発動発電機や作業人員を含む）などの他の手段で代替した場

合に要する費用や労力を評価する。

・維持管理費節減効果は、総費用の対象となる農業水利施設の維持管理費の増減を評価する。

・作物生産効果などの上記以外の効果は、事業なかりせばにおいて、対象とする農業水利施設の

機能が代替手段により発揮されていることを前提としているため、作物生産の量的増減や農作物

の品質の変化が想定されていないことから算定しないこととする。

４．検討内容について
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（３）通水代替機能効果【仮称】の捉え方

・本効果は、農業水利施設の整備により、農業水利施設が有する用水を供給する機能（被害を防

止する機能）が発揮される効果であり、事業を実施した場合と実施しなかった場合の農業水利施

設の機能に係る経費について比較し、それらの経費の増減から年効果額を算定する。

（４）事業ありせば、なかりせばの考え方

４．検討内容について
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更新整備

（機能維持
＋機能向上）

再建設整備

（機能維持）

※
計画の農業水利施設の

維持管理費
事業

ありせば

※

現況の農業水利施設の
機能を代替した費用

＋
安全管理等に最低限
必要な維持管理費

事業
なかりせば

費用

なかりせば 現況 ありせば

現況の農業水利
施設の機能を
代替した費用

安全管理等に
最低限必要な
維持管理費

現況の農業水利
施設の維持管理費 計画の農業水利

施設の維持管理費

供用開始まで
の節減費用 供用開始後の

節減費用

【イメージ図（再建設整備の場合）】

※農業水利施設の機能向上が見込まれる場合は、作物生産効果などの
作物生産量の増減が想定されるため、本効果算定手法を適用しない。



（１）総費用の算定

・対象となる費用は、対象となる農業水利施設に係る費用のみを算定する。

・今回の試算は、「明治用水頭首工」を単純更新した場合を想定し、頭首工の更新事業費、再整備

費、資産価額を整理し、総費用を算定する。

５．算定手法（案）及び試算結果について
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ア．更新事業費

明治用水頭首工は、国営かんがい排水事業「明治用水地区」により昭和25年に工事着手から

昭和33年に完成しており、その後、国営造成施設整備事業により昭和53年から昭和59年にかけ

て補修工事が実施されている。

本試算では、当初事業から新たな用地取得は無いものと仮定し、上記の事業費から用地費を

除いた額（令和６年度時点換算）を更新事業費とし、基準年度（令和６年度）時点に現在価値化し

た（割引率４％）。 なお、事業期間は令和７年度～令和16年度の10年間とする。



５．算定手法（案）及び試算結果について
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イ．資産価額

事業着工時点の資産価額は、基準年度（令和６年度）時点における資産価額を計上し、現在

価値化した。

評価期間終了時点の資産価額は、事業工期10年＋40年＝50年経過した時点（令和56年度）

の資産価額（残存価値）を計上し、現在価値化した。



５．算定手法（案）及び試算結果について
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ウ．再整備費

再整備費は、更新整備事業（R7～R16）の完了後、標準耐用年数が経過した時点で再整備が

行われるものとして計上し、現在価値化した。

○耐用年数及び再整備の有無 ○再整備費

※再整備欄は、○：評価期間中に再整備有り。－：評価期間中に再整備無し。

出典：土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数



５．算定手法（案）及び試算結果について
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エ．総費用の総括

総費用は、これまでに算定した更新事業費、資産価額、再整備費に基づき、次のとおり算定した。

※本試算では、当該事業費＝更新事業費、関連事業費は「該当無し（－）」とする。

【算定式】

総費用 ＝ 当該事業費 ＋ 関連事業費 ＋ 評価期間における再整備費

＋ 事業着工時点の資産価額 － 評価期間終了時点の資産価額



（２）総便益

・対象となる効果項目は、通水機能代替効果【仮称】、維持管理費節減効果を算定する。

・今回の試算は、「明治用水頭首工」における農業用水の取水機能を代替した場合を想定し、効果

項目別の年効果額を整理し、総便益を算定する。

５．算定手法（案）及び試算結果について
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ア．通水機能代替効果【仮称】

本効果は、農業水利施設が有する用水を供給する機能が発揮される効果であり、事業を実施

しなかった場合（事業なかりせば）の農業水利施設の機能を代替した場合の経費から年効果額を

算定する。

本試算では、明治用水頭首工の取水機能をポンプなどで他の手段で代替した場合に要する費

用や労力を整理し、年効果額を算定する。また、ポンプに必要な電力供給や安全確保のための

人員の配置も含めて検討を行う。

【算定式】

年効果額 ＝ 事業なかりせば農業水利施設の機能を代替した場合の経費

※事業を実施した場合（事業ありせば）では、農業水利施設の機能が発揮されているため、 農業水利施設の機能を
代替した場合の経費は発生しない。

なお、農業水利施設の機能が発揮されている場合は、農業水利施設の維持管理に要する費用が発生するため、
維持管理費節減効果において計上することになる。



５．算定手法（案）及び試算結果について
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（ア）算定諸元

※上記の水利権量のうち、上水・工水については、土地改良事業の費用対効果の対象外となるため、農水分を対象
として効果を算定する。

○ポンプの規格

・水中ポンプ（φ250、22kw）により河川から取水して農業用水を供給する。

・土地改良積算基準（令和７年度）に基づき、水中ポンプ（φ250、22kw）の排水量を340m3/h

（＝0.0944m3/s）と設定する。

・上記の水利権量（農水分）に基づき、期別の必要ポンプ数を算定する。

○水利権量（明治用水頭首工）

・左岸取水の水利権量（m3/s） ・右岸取水の水利権量（m3/s）

○電力源

・明治用水頭首工の対応事例に基づき、以下の２種類について試算を行う。

① 発動発電機（定格容量125/150kVA、軽油使用）

② 商用電源（高圧電力）



５．算定手法（案）及び試算結果について
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（イ）年効果額の算定

・本効果の年効果額は、取水機能を代替する場合の経費を算定するため、明治用水頭首工の対

応事例を参考に、本機能を代替するために必要な経費として、①ポンプの運転経費、②ポンプの

電力費【発動発電機 or 商用電源】、③取水作業における安全費を計上する。

○ポンプの必要台数

・ポンプを使用して期別の水利権量（農水分）を取水する場合、ポンプ（φ250、22kw、取水量：

0.0944m3/s）の必要台数（年間）は、次のとおりとなる。



５．算定手法（案）及び試算結果について
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○ポンプの運転経費（電力源除く）

・単位当たりのポンプの運転経費は、土地改良工事積算基準等に基づくと、次のとおりとなる。

なお、電力源である発動発電機の運転経費については、別途算出する。

ポンプの運転経費 ＝ 単位当たりポンプの運転経費 × ポンプの必要台数

＝ 20,975円・日/５台 × 63,320台

＝ 265,627千円

※電力源（発動発電機）を除く。



５．算定手法（案）及び試算結果について
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○発動発電機の必要台数

・発動発電機の必要台数は、土地改良工事積算基準等に基づくと、ポンプ５台当たりに必要な発

動発電機は１台となるため、次のとおりとなる。

発動発電機の必要台数 ＝ ポンプの必要台数 ／ ５台

＝ 63,320台 ／ ５台

＝ 12,664台

○発動発電機の運転経費【電力源①】

・単位当たりの発動発電機の運転経費は、土地改良工事積算基準等に基づくと、次のとおりとなる。

発動発電機の運転経費 ＝ 単位当たり発動発電機の運転経費 × 発動発電機の必要台数

＝ 123,116円 × 12,664台

＝ 1,559,141千円



５．算定手法（案）及び試算結果について
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○商用電源（高圧電力）の電力料金【電力源②】

・単位当たりの商用電源の電力料金は、電力会社の料金プランに基づくと、次のとおりとなる。

・ポンプの消費電力量は、必要なポンプ台数とその稼働時間より次のとおりとなる。

商用電源の電力料金 ＝ 商用電源の基本料金 ＋ 商用電源の電力量料金

＝ （実働負荷の最大月の電力量 × 基本料金(月額) × 12か月)

＋ （消費電力量 × 電力料金）

＝ （7,348kW × 1,936.26円/kW × 12） ＋ （33,432,960kWh × 18.36kW）

＝ 784,561千円



５．算定手法（案）及び試算結果について
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○取水作業時における安全費

・取水作業時における安全費は、河川から取水し水路へ給水する際に、ホース等が公道を横断す

る箇所が生じるため、１箇所当たり２名の交通誘導員を配置すると仮定する。

・交通誘導員の配置箇所数については、明治用水頭首工については、左右岸から取水しているた

め、２箇所とする。

取水作業時における安全費 ＝ 交通誘導員の配置人数 × 配置箇所数 × 日数

× 単価（公共工事設計労務単価）

＝ ２人 × ２箇所 × 365日 × 19,700円

＝ 28,762千円



５．算定手法（案）及び試算結果について
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○年効果額の算定【発動発電機の場合】

・年効果額は、これまでに算定したポンプの運転経費、発動発電機の運転経費、取水作業時にお

ける安全費に基づき、次のとおり算定した。

年効果額 ＝ ポンプの運転経費 ＋ 発動発電機の運転経費 ＋ 取水作業時の安全費

＝ 265,627千円 ＋ 1,559,141千円 ＋ 28,762千円

＝ 1,853,530千円

○年効果額の算定【商用電源の場合】

・年効果額は、これまでに算定したポンプの運転経費、商用電源の電力料金、取水作業時におけ

る安全費に基づき、次のとおり算定した。

年効果額 ＝ ポンプの運転経費 ＋ 商用電源の電力料金 ＋ 取水作業時の安全費

＝ 265,627千円 ＋ 784,561千円 ＋ 28,762千円

＝ 1,078,950千円



５．算定手法（案）及び試算結果について

18

イ．維持管理費節減効果

本効果は、事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の施

設の維持管理費を比較し、年効果額を算定する。

本試算では、明治用水頭首工の維持管理費を整理し、年効果額を算定する。

【算定式】

年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 ー 事業ありせば維持管理費

○事業ありせば維持管理費（＝現況維持管理費）

・事業ありせば維持管理費は、本事業では節減されないと仮定し、現況維持管理費と同額とした。

・現況維持管理費は、明治用水土地改良区の決算書に基づき、令和６年度時点に換算したものを

計上した。

○事業なかりせば維持管理費

・現況維持管理費のうち、明治用水頭首工の機能維持のための経費（配水費、電力料及び燃料費、

施設費）を除いた安全管理等に最低限必要な経費（人件費、賦役等）を計上した。



５．算定手法（案）及び試算結果について
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○年効果額の算定

・年効果額は、明治用水土地改良区の決算書等に基づき、次のとおり算定した。

年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 ー 事業ありせば維持管理費

＝ 71,842千円 ー 72,319千円

＝ ▲477千円

（２）総便益総便益比

・総費用総便益比は、総費用と年効果額から算定した総便益を比較して、次のとおり算定した。

①発動発電機の場合 ②商用電源の場合


